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5. 2. 3 工事の実施に伴う影響の予測・評価 

(1) 建設機械の稼動 

① 予測内容 

工事に伴う影響として、建設機械等の稼働により発生する排出ガスが、事業計画

地周辺の大気汚染に及ぼす影響について、数値計算により予測した。予測内容は 

表 5-2-27 に示すとおりである。 

予測範囲は事業計画地周辺地域とし、主に住宅などが存在する周辺住居地等にお

ける最大着地濃度地点での影響をもとめた。 

予測時点は、Ａ・Ｂ両地区工事及び立体多目的屋内通路・地下車路工事を合わせ

た全体の工事最盛期とした。工事最盛期は、建設機械等について、大気汚染物質排

出量が最大となる 1 年間とした。 

 

表 5-2-27 予測内容 

 

予測項目 対象発生源 予測範囲・地点 予測時点 予測方法 

建設機械等の稼働に

より発生する排出ガ

スの影響 

・二酸化窒素 

・浮遊粒子状物質 

（年平均値、日平均

値の年間 98％値ま

たは 2％除外値） 

建設機械及び工事区

域内走行車両 
事業計画地周辺地域

工事最盛期 

工事着工後 

1～12 か月目 

プルーム及び

パフモデル式

により予測 
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② 予測方法 

ａ．予測手順 

工事中の建設機械等の稼働により発生する排出ガスの影響については、二酸化

窒素及び浮遊粒子状物質の年平均値を予測した。その予測手順は、図 5-2-16 に

示すとおりである。 

工事計画をもとに工事最盛期を推定し、それを予測時点とした。そして、予測

時点における工事区域、建設機械等の稼働台数をもとに大気汚染物質の排出位置、

排出量等を設定し、拡散モデルによる予測計算を行い、寄与濃度を予測した。ま

た、得られた寄与濃度とバックグラウンド濃度から、工事最盛期の環境濃度を求

めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-16 建設機械等の稼働により発生する排出ガスの予測手順 

工 事 計 画 

発 生 源 モ デ ル 拡 散 モ デ ル 気 象 モ デ ル 

拡 散 計 算 

バックグラウンド濃度

寄与濃度の 

年平均値予測 

環境濃度予測 

（年平均値） 

環境濃度予測 

（日平均値） 

日平均値の年間 98％

値及び日平均値の 2％

除外値への変換式 

予測時点の設定 

ＮＯx→ＮＯ2 

変換式（環境濃度） 
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ｂ．予測時点 

工事計画をもとに、各月ごとに稼働する建設機械等からの大気汚染物質排出量

の合計を求め、連続する 12 か月間の合計が最大となる期間を工事最盛期、つま

り予測時点とした。 

予測時点は、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質のいずれについても同じであり、

工事着工後 1 か月目～12 か月目の 12 か月間である。 

月別の大気汚染物質排出量は表 5-2-28 に、連続する 12 か月間の大気汚染物質

排出量は表 5-2-29 に示すとおりである。 

 

表 5-2-28 月別の建設機械等からの大気汚染物質排出量 

 

着工後月数 
項目 

単

位 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

NOx m3N/月 2,165 2,313 2,185 944 944 944 944 789 627  345  436 1,016 

SPM kg/月 445  475 449  193 193 193 193 161 125  69  88 207 

着工後月数 
項目 

単

位 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 

NOx m3N/月 1,253 990 1,158 1,053 1,196 893 1,221 868 1,032 1,248 1,073 857 

SPM kg/月 254  202 235  214 244 180 248 176 209  253  217 174 

着工後月数 
項目 

単

位 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 

NOx m3N/月 520  435 327  201 87 24 13 13 13  13  2  2  

SPM kg/月 105  88 66  40 16 3 1  1 1  1  0  0  

 

表 5-2-29 連続する 12 か月間の大気汚染物質排出量 

 

着工後月数 

項目 単位 1 

～ 

12 

2 

～ 

13 

3 

～ 

14 

4 

～ 

15 

5 

～ 

16 

6 

～ 

17 

7 

～ 

18 

8 

～ 

19 

9 

～ 

20 

10 

～ 

21 

NOx m3N/年 13,653 12,741 11,418 10,391 10,500 10,751 10,700 10,977 11,056 11,460 

SPM kg/年 2,794  2,603  2,330  2,116 2,136 2,187 2,174 2,228  2,243 2,327 

着工後月数 

項目 単位 11 

～ 

22 

12 

～ 

23 

13 

～ 

24 

14 

～ 

25 

15 

～ 

26 

16 

～ 

27 

17 

～ 

28 

18 

～ 

29 

19 

～ 

30 

20 

～ 

31 

NOx m3N/年 12,363 13,001 12,841 12,108 11,552 10,722 9,870 8,761  7,893 6,685 

SPM kg/年 2,511  2,641  2,608  2,459 2,345 2,176 2,002 1,774  1,597 1,350 

着工後月数 

項目 単位 21 

～ 

32 

22 

～ 

33 

23 

～ 

34 

24 

～ 

35 

25 

～ 

36 

     

NOx m3N/年 5,829  4,810  3,575  2,503 1,648      

SPM kg/年 1,174  966  714  496 322      

注：着工後月数 1～12：工事最盛期 
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ｃ．予測モデル 

（ａ）拡散モデル 

拡散モデルは、施設の供用により発生する排出ガスの大気汚染の予測と同じ

とした。 

 

（ｂ）二酸化窒素の変換式 

二酸化窒素への変換は、施設の供用により発生する排出ガスの大気汚染の予

測と同じとした。 

 

（ｃ）年平均値から日平均値への変換式 

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の年平均値から日平均値への変換式は、施設

の供用により発生する排出ガスの大気汚染の予測と同じとした。 

 

（ｄ）発生源モデル 

発生源は、工事区域内で稼働する建設機械、工事関係車両である。工事範囲

を考慮して一辺 20ｍの面煙源としてモデル化した。煙源の配置は図 5-2-17 に

示すとおりである。 

拡散試算においては、面源に対しては拡散式中の排出強度ＱＰ（二酸化窒

素：ｍ３
Ｎ/ｓ、浮遊粒子状物質：kg/ｓ）を単位面積当たりの排出強度ＱＡ（二

酸化窒素：ｍ３
Ｎ/(ｍ

２･ｓ)、浮遊粒子状物質：kg/(ｍ２･ｓ)）に置き換え、面

積分した。 

また、建設機械等の稼動時間帯は、Ａ地区、Ｂ地区については、昼間は 8 時

～18 時、夜間は 18 時～22 時とし、そのうち建設機械等が稼働する時間は、1

日当たり計 10 時間とした。立体多目的屋内通路・地下車路工事については、

23 時～6 時を稼動時間帯とし、そのうち建設機械等が稼働する時間は、1 日当

たり計 6 時間とした。 

なお、有効煙突高は、工事区域の周囲に設置する仮囲いを勘案し、5.0ｍと

した。 
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図 5-2-17 建設機械煙源配置 

図 5-2-17 建設機械煙源配置 
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（ｅ）排出量の算定 

建設機械による大気汚染物質排出量は、工事計画より建設機械の延べ台数を

算定し、各建設機械の出力等の規格をもとに以下の排出量算定式を用いて算出

した。工事関係車両による大気汚染物質排出量は大阪市資料に基づく大気汚染

物質排出原単位を用いて算出した。工事車両は普通貨物とした。なお、工事区

域内を走行する工事関係車両の走行距離はＡ地区では 1 日 1 台当たり 230ｍ、

Ｂ地区では 690ｍ、立体多目的屋内通路・地下車路工事では 240ｍ、走行速度

は各々10km/h とした。 

建設機械等の台数は表 5-2-30 に、規格等は表 5-2-31 に、大阪市資料による

大気汚染物質排出原単位は表 5-2-32 示すとおりである。 

建設機械の稼働時間は、Ａ地区・Ｂ地区工事については、山留工事、杭工事

では昼間 8 時間、夜間 2 時間、掘削工事では昼間 6.5 時間、夜間 3.5 時間、そ

の他の作業では昼間 9 時間、夜間 1 時間とし、昼間・夜間とも表 5-2-30 に示

す台数の建設機械等が稼働するものとした。また、立体多目的屋内通路・地下

車路工事については、建設機械の稼働時間は 23 時～6 時のうちの 6 時間とし

た。なお、ミキサー車の工事区域内での稼働時間は 1 台当たり 25 分とした。

このようにして算定した年平均値予測における大気汚染物質の排出量は、表

5-2-33 に示すとおりである。 

 
 

ＱNOx＝ｑ・ｐ・Ａ・Ｖ・Ｔ／46 

ＱSPM＝ｑ・ｐ・ρ・Ｂ・Ｔ 
 

ここで、 

ＱNOx ：1 日 1 台当たりのＮＯＸ排出量（m
3
N/日） 

ｑ ：1kW 当たり、1 時間当たりの燃料使用量（l/kW・時間） 

ｐ ：定格出力（kW） 

Ａ ：ＮＯＸ発生原単位（14.9ｇ/ｌ） 

「固定燃焼施設における大気汚染物質の排出係数に関す

る調査報告書」（環境庁、昭和 51 年） 

Ｖ ：標準状態の気体 1 モル当たりの体積（0.0224m3N） 

Ｔ ：稼働時間（時間） 

ＱSPM ：1 日１台当たりのＳＰＭ排出量（kg/日） 

ρ ：比重（0.83） 

  「窒素酸化物総量規制マニュアル」公害研究対策センター 

Ｂ ：ＳＰＭ発生原単位（0.0018kg/kg） 

「排出基準等設定調査」（環境庁、昭和 58 年） 
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表 5-2-30 建設機械等の台数 

 

年間延べ台数（台・日） 

区分 機  種 規 格 
Ａ地区工事 Ｂ地区工事

立体多目的屋内通路

・地下車路工事 

TRD ベースマシン   186 345 - 

TRD パワーユニット   186 345 - 

空気圧縮機 5m3/min 186 345 - 

クローラクレーン 150t 230 324 - 

クローラクレーン 100t 186 669 - 

クローラクレーン 80t 414 46 - 

クローラクレーン 65t － 649 - 

ラフタークレーン 50t 35 23 - 

ラフタークレーン 25t 242 483 46  

トラッククレーン 100t - - -  

バックホウ 1.4m3 48 97 - 

バックホウ 0.8m3 186 345 -  

バックホウ 0.5m3 186 345 - 

バックホウ 0.45m3 508 1,452 46  

バックホウ 0.25m3 80 115 - 

バックホウ 0.11m3 48 97 -  

アースドリル 3,000mm 345 649 -  

クラムシエル 1.2m3 80 115 - 

クローラドーザー 1.5m3 80 115 - 

クローラドーザー 0.8m3 80 115 - 

コンクリートポンプ車 90～110m3/h 38 76 -  

コンクリートミキサー車 4.4m3 10,143 19,354 -  

建 

設 

機 

械 

三点式杭打機 650～850mm - 58  46 

ダンプトラック 10t 18,438 35,569 64 

トラック 10t 1,529 2,626 20 

トラック 4ｔ 757 1,300 - 

工 

事 

車 

両 
トレーラー 25t 334 330 - 
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表 5-2-31 建設機械の規格、燃料消費率 

 

区 分 機  種 規 格 
定格出力

（kW） 

燃料消費 

（ｌ/kW・hr） 

TRD ベースマシン   169 0.155 

TRD パワーユニット   344 0.279 

空気圧縮機 5m3/min 39 0.189 

クローラクレーン 150t 221 0.089 

クローラクレーン 100t 204 0.089 

クローラクレーン 80t 170 0.089 

クローラクレーン 65t 166 0.089 

ラフタークレーン 50t 254 0.103 

ラフタークレーン 25t 193 0.103 

トラッククレーン 100t 134 0.044 

バックホウ 1.4m3 164 0.175 

バックホウ 0.8m3 104 0.175 

バックホウ 0.5m3 64 0.175 

バックホウ 0.45m3 60 0.175 

バックホウ 0.25m3 41 0.175 

バックホウ 0.11m3 20 0.175 

アースドリル 3,000mm 162 0.093 

クラムシエル 1.2m3 113 0.175 

クローラドーザー 1.5m3 85 0.175 

クローラドーザー 0.8m3 51 0.175 

コンクリートポンプ車 90～110m3/h 199 0.078 

コンクリートミキサー車 4.4m3 213 0.059 

建 

設 

機 

械 

杭打機 650～850mm 159 0.085 

注：1.日本建設機械化協会「建設機械等損料算定表」（平成 20 年度版）により設定。 

  2.すべて軽油を燃料とした。 

 

表 5-2-32 自動車の大気汚染物質排出原単位 

単位：g/台・km 
窒素酸化物 浮遊粒子状物質

区分 
10km/h 10km/h 

備 考 

ダンプトラック 10ｔ 7.943 0.245 

10ｔ 7.943 0.245 
トラック 

4ｔ 3.177 0.098 

トレーラー 25ｔ 15.886 0.491 

大阪市資料における普通貨物の

値（窒素酸化物：3.982、浮遊

粒子状物質：0.123）から等価

慣性重量補正し算出 

注：1.排出原単位は平成 22 年度の値を用いた。 

  2.浮遊粒子状物質の排出原単位は粒子状物質（ＰＭ）原単位を用いた。 

 

表 5-2-33 年平均値予測時の大気汚染物質排出量 

 
 窒素酸化物 浮遊粒子状物質 

Ａ地区工事 4,678m３N/年  961kg/年 

Ｂ地区工事 8,888m３N/年 1,815kg/年 

立体多目的屋内通路・地下車路工事  88m３N/年   18kg/年 
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（ｆ）気象モデル 

ア．風向・風速 

旧済美小学校局おいて平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日の 1 年間

にわたり観測した風向、風速のデータのうち、稼働時間帯（昼間：8 時～18

時、夜間：18 時～22 時、深夜：23 時～6 時）の気象を用いた。風向は 16 方

位とし、風速は表 5-2-34 に示す風速階級に区分した。風配図は、図 5-2-18

に示すとおりである。 

表 5-2-34 風速区分 

単位：ｍ/ｓ 

区分 無風時 （弱風時） 有風時 

風速階級 ≦0.4 0.5～0.9 1.0～1.9 2.0～2.9 3.0～3.9 4.0～5.9 6.0≦

代表風速 － 0.7 1.5 2.5 3.5 5.0 7.0 

 

風速の高度補正は、次のべき法則を用いた。なお、Ｐ値は表 5-2-35 に示

す値を用いた。 

    ｕ＝ｕ０（Ｈｅ/Ｈ０）
Ｐ 

ｕ ：高さ（Ｈｅ）の推定風速（m/s） 

ｕ０ ：測定高さＨ０(=18ｍ)の風速（m/s） 

Ｐ ：べき指数 

 

表 5-2-35 風速の高度補正のＰ値 

 
パスキル

安定度 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ＦとＧ 

Ｐ値 0.150 0.225 0.300 0.375 0.375 0.450 

 

イ．大気安定度 

大気安定度は、平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日の１年間にわた

り旧済美小学校において観測した風速及び大阪管区気象台において観測した

日射量及び雲量のうち、稼働時間帯（昼間：8 時～18 時、夜間：18 時～22

時、深夜：23 時～6 時）の気象について、表 5-2-36 に示すパスキル安定度

階級分類表（放射収支量がない場合）により分類した。その結果は、図 5-

2-19 に示すとおりである。 

 

表 5-2-36 パスキル安定度階級分類表（放射収支量がない場合） 

 

昼間 日射量（T)kW/m２ 夜間  雲 量 
風速ｕ 

（ｍ/ｓ） T≧0.60
0.60＞T

≧0.30 

0.30＞T

≧0.15 
0.15＞T

本 雲 

(8～10) 

上層雲(5～10) 

中･下層雲(5～7) 

雲量 

(0～4) 

＜2 Ａ Ａ－Ｂ Ｂ Ｄ Ｄ Ｇ Ｇ 

2≦u＜3 Ａ－Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ｄ Ｅ Ｆ 

3≦u＜4 Ｂ Ｂ－Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ Ｄ Ｅ 

4≦u＜6 Ｃ Ｃ－Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ 

6≦u Ｃ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ 
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図 5-2-18 風配図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-19 大気安定度出現頻度 

 

（ｇ）バックグラウンド濃度 

窒素酸化物、浮遊粒子状物質のバックグラウンド濃度は、旧済美小学校局に

おける平成 19 年度の年平均値を用いた。 

窒素酸化物（ＮＯｘ）の年平均値は 0.030ppm、浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）

の年平均値は 0.031mg/ｍ3である。 

地点：旧済美小学校 

期間：平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日

地点：旧済美小学校 

期間：平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日




